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入 札 説 明 書  

 

  沖縄県下水道事務所長が発注する「高分子凝集剤（脱水用、那覇浄化センター）」の調

達に係る一般競争入札については、関係法令に定めるもののほか、この入札説明書による

ものとする。一般競争入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）が熟知

し、かつ、遵守しなければならない一般的事項は、以下のとおりである。 

 

１  公告日 令和８年２月 13 日 

 

２  入札に付する事項 

令和８年２月13日付け沖縄県公報定期第5387号登載の「特定調達契約に係る一般競争入

札の公告」（以下「入札公告」という。）の１に示すとおり。 

 

３ 入札に参加する者に必要な資格 

令和８年２月13日付け沖縄県公報定期第5387号登載の「特定調達契約に係る一般競争入

札の参加資格及び申請方法等についての公告」（以下「参加資格公告」という。）の２に

示すとおり。 

 

４ 一般競争入札に参加することができない者 

参加資格公告の３に示すとおり。 

 

５  本調達契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地 

  ⑴ 入札及び契約に関すること 

沖縄県下水道事務所 庶務班 

  〒901-2221 沖縄県宜野湾市伊佐３丁目 12 番 1 号 

  電話番号 098-898-5988  FAX 番号 098-870-2268 

E-mail：xx069205@pref.okinawa.lg.jp 

 ⑵ 上記⑴以外に関すること 

  沖縄県下水道事務所 流域マネジメント班 

  住所、電話番号、FAX 番号及び E-mail は、上記⑴に示すとおり。 

 

６ 現場説明会 実施しない。 

 

７ 入札説明書及び仕様書に対する質問及び回答の方法 

⑴ 質問方法 

  ア 提出期間 令和８年２月 13 日(金)から同年３月 17 日(火)（土曜日、日曜日及び 

休日を除く。）の午後５時まで。持参の場合は、各日の午前９時から午後５時まで。 

イ 提出方法 ５⑴に示すところへ、持参、FAX送信又はメール送付により質問書を提

出すること。また、FAX送信又はメール送付の場合、件名は「一般競争入札（高分子凝



集剤（脱水用、那覇浄化センター））の質問書」とすること。 

 ⑵ 回答方法 

  質問に対する回答は、次のとおり閲覧に供する。 

  ア 回 答 日 令和８年３月 19 日(木) 正午  

  イ 閲覧期間 回答日から令和８年３月 31 日（火） 

  ウ 閲覧場所 沖縄県下水道事務所ホームページ 

 

８ 入札参加資格確認申請書の提出等 

本調達契約の入札参加者は、参加資格公告の２に示す入札参加資格を有することを証明 

するため、次に従い一般競争入札参加資格確認申請書及び関係書類（以下「資格確認資料」

という。）を提出し、入札参加資格の有無について確認を受けなければならない。なお、

８⑵の期間に資格確認資料を提出しない者及び入札参加資格がないと認められた者は、入

札に参加することができない。 

⑴ 資格確認資料  

提出書類は、次に掲げる書類等を各１部とする。 

ア 申請書等提出確認書 

イ 一般競争入札参加資格確認申請書（別紙様式１） 

ウ 沖縄県物品管理課から通知された審査結果通知書の写し  

エ 安定供給保証書（別紙様式２） 

オ 申請者の所在地及び名称を記載した返信用封筒（切手（定型郵便物110円＋簡易書   

留350円）を貼付した長形３号封筒） 

⑵ 申請書等の提出の期間及び場所 

ア 期間 令和８年２月 13 日(金)から同年３月３日(火)（土曜日、日曜日及び休日 

を除く。）の各日の午前９時から午後５時まで。郵送の場合は、期間内必着である 

こと。 

  イ 場所 ５⑴に示すところ 

⑶ 提出方法 持参又は郵送。 

⑷ その他 

本入札に係る提出書類は、次に掲げるとおり取り扱う。 

ア 資格確認資料の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。 

イ 契約担当者は、入札参加資格の確認以外の用途で、提出された資格確認資料を使

用しない。 

ウ 資格確認資料の修正、差替え、追加、再提出は、提出期間内に限り認める。提出

期間後に、書類の記載漏れや添付漏れ等がみつかった場合は、入札参加資格無しと

なり、入札に参加できない。 

エ 提出期間を過ぎた場合、当該資格確認申請を受け付けない。 

⑸ 提出された資格確認資料 返却しない。 

⑹ 入札参加資格の確認結果 

郵送により通知する。 

 



９  入札の方法 

⑴ 入札書の記載 

本件は単価契約であるため、落札決定に当たっては、入札書に記載された１kg あたりの金

額に当該金額の 100 分の 10 に相当する金額を加算した金額をもって落札価格とするので、

入札参加者は消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税者であるかを問わず、見

積もった契約金額の 110 分の 100 に相当する金額（円単位）を入札書に記載すること。 

⑵ 入札執行の日時及び場所 

  入札公告の５に示すとおり。 

  ⑶ 提出方法 

  入札公告の12⑵及び⑶に示すとおり。 

  ⑷ その他 

  ア 入札の際に８⑹で通知する一般競争入札参加資格確認結果通知書の写しを持参す

ること。 

   イ 郵送による入札の場合は二重封筒とし、表封筒に「入札書在中」と朱書きの上、

中封筒に入札件名及び入札日時を記載し、入札書を封入すること。また、８⑹で通

知する一般競争入札参加資格確認結果通知書の写しを同封すること。 

 

10 入札及び開札の立会い等 

⑴ 入札及び開札は、入札者又はその代理人を立ち会わせて行う。ただし、入札者又は   

その代理人が立ち会わない場合は、入札事務に関係のない職員を立ち会わせて行う。 

⑵ 入札者又はその代理人は、開札場に入場しようとするときは、身分証明書等を提示   

しなければならない。 

 

11  苦情申立て                                                                

  本手続きにおける入札参加資格の確認その他手続きに関し、政府調達に関する協定の何 

れかの規定に反する形で調達が行われたと判断する場合には、苦情の原因となった事実を 

知り、又は合理的に知り得たときから 10 日以内に「沖縄県政府調達苦情検討委員会」（連 

絡先：沖縄県総務部財政課、電話 098－866－2095）に対して苦情を申し立てることができ 

る。 

 

12 入札保証金に関する事項 

入札保証金説明書に示すとおり。 

   

13 契約保証金に関する事項 

  契約単価に納入予定数量を乗じて得た額の 100 分の 10 以上の金額を納付すること。 

 ただし、次のいずれかに該当する場合は、契約保証金の納付が免除される。 

⑴ 保険会社との間に県を被保険者とする契約保証保険契約(契約単価に納入予定数量

を乗じて得た額の 100 分の 10 以上)を締結し、その証書を提出する場合 

⑵ 契約の相手方が国又は沖縄県若しくは沖縄県以外の地方公共団体と種類及び規模を

ほぼ同じくする契約を締結した実績を有し、これらのうち過去２箇年の間に履行期限



が到来した２以上の契約を全て誠実に履行したことを証明する書類を提出する場合。 

 

14 その他 

⑴ 入札の無効 

入札公告の７に示すとおり。 

⑵ 落札者の決定方法 

入札公告の９に示すとおり。 

⑶ 再度入札等 

  ア 開札した場合において落札となるべき入札者がないときは、直ちに再度の入札を

行う。ただし、この場合において郵送により入札を行った者がいるときは、入札及

び開札の日時及び場所を速やかに定め、再度の入札を行う。 

イ 入札公告の７に示す無効の入札を行った者は、再度の入札に参加することはで 

きない。（ただし、入札公告の７⑷又は⑸に該当する場合は除く。） 

ウ 再度入札を行っても落札者がいない場合は、地方公営企業法施行令第21条の13第

１項第８号の規定に基づき、随意契約ができるものとする。 

⑷ 入札参加者は、沖縄県土木建築部競争入札心得、入札説明書及び仕様書を熟読し、

これらを遵守すること。 

 



□入札保証金の考え方

見積る契約金額＝契約単価（見積単価＋消費税相当額）×予定数量

入札保証金額＝見積る契約金額×５％以上

　例えば・・・　　見積単価200円で入札する場合

　　　（見積単価200円＋消費税相当額20円）×予定数量100kg＝見積る契約金額22,000円

　　　見積る契約金額22,000円×５％＝入札保証金1,100円以上

１ 入札保証金が免除となる場合

(１)

提出期限： (火) 12:00

(２)

提出期限： (火) 17:00 (庶務班宛）

２ 入札保証金を現金で納付する場合

(１) 納付方法

提出期限： (火) 12:00

配布期間： (木)

納付期限： (火) 15:00

(２) 還付方法

※入札保証金等に関するお問い合わせは庶務班にて対応いたします。

額が不足する場合は、その入札は無効となります。

入札保証金説明書

調達物品名 高分子凝集剤（脱水用、那覇浄化センター）

　本入札に参加しようとする者は、沖縄県財務規則第100条の規定により、見積る契約金額（契約

単価に予定数量を乗じた金額）の100分の５以上の入札保証金を納付すること。なお、入札保証金

　ア　別紙の債務者登録票及び入札保証金納付書発行依頼書に必要事項を記入し、庶務

　　次のいずれかに該当する場合は、入札保証金の全部又は一部が免除されます。いずれかご対

　応ください。

競争入札に参加しようとする者が保険会社との間に県を被保険者とする入札保証保険契約

令和8年3月31日

国又は地方公共団体と同種、同規模の契約を２回以上締結し、かつ、過去二箇年の間に

　　  別紙の地方公共団体等契約実績に必要事項を記入し、金額及び履行期限が記載された

　　契約書の写しを添えて提出してください。(厳守:原本提出)（事前FAX確認可：870-2268）

令和8年3月3日

　　上記１の免除に該当しない場合は、現金で納付していただきます。納付書を発行しますので、

　金融機関等で納付してください。納付書の納付、入札後の還付までの手順は以下のとおりです。

　　これらをすべて誠実に履行したことを証明する書類を提出した場合。

（見積る金額（契約単価に予定数量を乗じた金額（税込））の100分の５以上）を締結し、その

証書を提出する場合。

　　ては、契約保証金に充当することがあります。

　　班窓口へ提出してください。（FAX送信可：870-2268）

令和8年3月17日

　イ　提出いただいた登録票及び依頼書に基づき以下の期間内で納付書を発行するので、

　　納付書記載の納付場所にて納付してください。

令和8年3月19日

令和8年3月31日

　ウ　入札執行前に入札保証金の納付状況を確認するので、納付後速やかに領収書の写し

　　を庶務班へ提出してください。（FAX送信可：870-2268）

　ア　落札者とならなかった者は、入札保証金還付請求書及び債権者登録申請書を沖縄県

　　下水道事務所へ提出すること。提出後、約２週間で還付します。

　イ　落札者となった者で、沖縄県下水道事務所と契約を締結する者の入札保証金につい
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那覇浄化センター 高分子凝集剤（脱水用）仕様書

１ 目的

本仕様書は沖縄県下水道事務所那覇浄化センターにおいて遠心脱水機に使用する高分子凝集

剤（脱水用）（以下「凝集剤」という。）の仕様を定める。

２ 関係法令等の遵守

凝集剤納入者（以下「納入者」という。）は、凝集剤の納入に関する全ての関係法令等を遵守し

なければならない。

３ 品質等

⑴ 本仕様書に基づき納入する凝集剤は、イオン性がカチオン系であること。

⑵ 納入する凝集剤は、別紙「品質規格書」（以下「規格」とする。）に適合すること。

⑶ 納入する凝集剤は、水に速やかに溶解すること。（溶解濃度 0.2％）

⑷ 納入する凝集剤は、異物の混入がなく、粘度、pHなど脱水設備の維持管理に支障がないこ

と。

⑸ 納入した凝集剤により、脱水分離液に異常な泡立ちや臭気がなく、水処理（活性汚泥）な

らびに放流水に影響がないこと。

⑹ 脱水ケーキのコンポスト化ならびにコンポスト製品の緑農地還元に影響がないこと。

⑺ 汚泥性状の変化に柔軟に対応できる技術力や製造能力を確保すること。

４ 選定試験

⑴ 納入者は当センターで発生する汚泥を使用して凝集剤選定のためのビーカー試験（机上試

験）を行い、試験結果を令和８年４月 22日までに本県へ報告すること。試験結果については、

報告期日の３か月以内に行ったものは有効とする。

⑵ 納入者はビーカー試験（机上試験）で選定した凝集剤について実機試験を行う。納入者は

実機試験に使用する凝集剤４日分（予定数量 1,040kg）を実機試験の１週間前までに納品する

こと。本県は実機試験の試料採取及び分析を行い、分析結果を納入者へ提供する。納入者は

分析結果を基に試験結果報告書を作成し本県へ提出すること。その他、試験方法について必

要な事項は、別途本県と協議すること。

   本県は試験結果報告書により規格に適合することを確認できた凝集剤を納入品と認める。

⑶ 選定した凝集剤が試験結果報告書により規格に適合しない場合、納入者は⑴の方法により

凝集剤の再度の選定を行い、本県が別途指示する期限までに結果を報告し、再度選定した凝

集剤について⑵の方法により実機試験を行うこと。

⑷ 納入品が契約期間中に規格に適合しなくなった場合、納入者は⑴の方法により凝集剤の再

度の選定を行い、本県が別途指示する期限までに結果を報告し、再度選定した凝集剤につい
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て⑵の方法により実機試験を行うこと。なお、凝集剤の再度の選定については本県が認める

場合において、５⑷の試験結果を用いることができる。本県は試験結果報告書により規格に

適合することを確認できた凝集剤を新たな納入品と認める。 

⑸ 本県は⑶、⑷に定める選定期間中は凝集剤の発注を行わないことができる。 

⑹ ⑴から⑷に関する費用は実機試験に使用する凝集剤の費用も含め納入者が負担すること。 

 

５ 品質の検査 

⑴ 納入者は、凝集剤が納入品と認められてから１ヶ月以内に品質試験成績書（品質規格書⑵

に適合していることを証明する分析結果）を本県に提出すること。 

※品質試験成績書は、公的な試験機関又は計量証明事業登録（濃度）を受けた事業所におい

て発行されたものに限る。提出する品質試験成績書は、提出期日より３か月以内に発行さ

れたものは有効とする。 

⑵ 本県が必要と判断した場合、本県が採取した試料を本県が指定する分析機関で納入者の負

担にて分析し、その結果を分析報告書として提出させることができるものとする。 

⑶ 前項等の要因により、納入品の効果が十分に得られない場合は、原因の究明及び納入品の

変更等を納入者の負担において行い、十分な処理効率が得られるように処置を講じなければ

ならない。 

⑷ 汚泥は施設運転の方法、温度、流入水質などの要因によって性状が変化することがある。

そのため、汚泥の質の季節的な変化を考慮し、納入者は 9月および 12月に当センターで発生

する汚泥を使用してビーカー試験（机上試験）を行い、試験実施日から 14日以内に本県へ試

験結果を報告し、最適品を納入できるようにすること。 

 

６ 納入 

⑴ 納入場所は、以下のとおりとし、本県立会いの上、本県の指示する貯蔵場所に納入するこ

と。 

    沖縄県下水道事務所那覇浄化センター 汚泥処理棟 

沖縄県那覇市西 3丁目 10番 1号（Tel 098-868-3310） 

⑵ 納入者は、納入に先立って本県に納入日時・数量・納入場所の指示を受け、その指示どお

りに凝集剤を納入し、検収を受けなければならない。 

⑶ 納入する際の荷姿は、原則、単袋 10kg 詰め又は単袋 15kg 詰め湿防袋入りとする。なお、

本県が指示する場合はその限りでない。 

⑷ 納入に当たり、本県と受入装置、受入方法及びその他の場所内での危険防止のための注意

事項等について本県と協議を行い、納入従事者に指導教育を行わなければならない。 

 

７ 計量 

 納入数量は、検定合格した計量器で計量した数値を使用するものとする。 



 

- 3 - 

 

８ 購入予定数量 

 購入予定数量 約 97,700kg（月間予定数量 約 8,140kg） 

納入者は、購入予定数量及び月間予定数量を供給する能力を有する証明書（安定供給保証書）

を入札参加資格申請時に提出しなければならない。 

なお、処理汚泥量、汚泥の性状等の変動により購入数量は、変動する。 

また、購入予定数量及び月間予定数量は契約期間の購入量を保証するものではない。 

 

９ 安全管理 

 納入者は、初回納品時までに安全データシート（SDS）を本県に提出すること。 

 

10 緊急時の対応 

納入者は、契約後 1週間以内に納入に関する取扱責任者の選任及び緊急時連絡体制表を作成し、

本県に提出すること。 

 

11 契約の解除 

納入された凝集剤を使用することにより、汚泥処理の運転管理に支障を生じ、本県から指示を

受けた場合において、正当な理由なくして納入者が直ちに措置を講じない場合は、本県はこの契

約を解除することができる。 

 

12 その他 

⑴ 納入者は、契約締結後速やかに本県と納入手順及び発注方法等の打ち合わせを行うこと。 

⑵ 本契約履行上、納入者の原因で発生した事故等の責任及びそれに伴う費用の一切の負担は、

納入者が負うものとする。 

⑶ 契約書及びこの仕様書に定めのない事項、又は、契約書及び仕様書に関して疑義が生じた

ときは、本県及び納入者が協議のうえこれを定める。 

⑷ 凝集剤の輸送のために使用した輸送用パレットについては、用に供した後、本県の指示に

従い回収すること。 
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別紙 

品 質 規 格 書 

 

薬品の種類 高分子凝集剤（脱水用） 

脱水機  遠心脱水機（デカンタ型） 

処理量 30 ｍ3/ｈ・台 

投
入
汚
泥
性
状

等 

消化汚泥 

TS 1.60 ～ 2.10 ％ 

VTS 72 ～ 78 ％ 

ポリ鉄添加率(脱水用) ＊1
 2000 ～ 4000 mg/L 

脱
水
ケ
ー
キ 

品
質 

⑴＊2 

脱水ケーキ含水率 80 ％以下 

固形物回収率 95 ％以上 

凝集剤添加率 
令和８年 7 月～9 月：2.1 %以下, 

    上記以外の期間：1.9 %以下 

 

⑵ その他 

有害成分について、納入する高分子凝集剤中の濃度は以

下を満たすこと。 試験方法は、「JIS K 0102」に基づくも

のとする。 

 

ひ素         5.0 mg/kg以下 

カドミウム      0.5 mg/kg以下 

水銀         0.2 mg/kg以下 

ニッケル         30 mg/kg以下 

クロム        50 mg/kg以下 

鉛           10 mg/kg以下 

＊1：ポリ鉄添加率（脱水用）は、機内及び機外注入。 

＊2：⑴は汚泥の性状や機器の状態に関係なく適用する。 

 



提出年月日

商号又は名称

受　付　番　号

提出書類 説明 確認欄

入札参加資格確認申請に係る書類（提出期限：令和８年３月３日（火曜日））

1 申請書等提出確認書（本紙）
提出すべき申請書等の一
覧

2 一般競争入札参加資格確認申請書（別紙様式１）

3
沖縄県物品管理課から通知された審査結果通知
書の写し

入札参加資格有無の確認

4 安定供給保証書（別紙様式２） 入札参加資格有無の確認

5
申請者の所在地及び名称を記載した返信用封筒
（切手（定型郵便物110円+簡易書留350円）を貼
付した長形３号封筒）

一般競争入札参加資格確
認結果通知書の送付用

入札保証金に係る書類（提出期限は、配付資料３入札保証金説明書を確認すること）

6
保険会社等との間に締結した沖縄県を被保険者
とする入札保証保険契約等の証書

入札保証金説明書１（１）の
免除要件の確認書類として
提出すること

7 履行証明書（様式第１号）
入札保証金説明書１（２）の
免除要件の確認書類として
提出すること

8 債務者登録票（様式第２号）

入札保証金説明書２に該当
する場合に提出すること。
No.９の書類と併せて提出す
ること。

9 入札保証金納付書発行依頼書（様式第３号）

入札保証金説明書２に該当
する場合に提出すること。
No.８の書類と併せて提出す
ること。

沖縄県は、申請書等を公表又は無断で他の用途へは使用しないものとする。

申請書等の作成に係る費用は、申請者の負担とする。

No.

※１

※２

令和　　年　　月　　日

（記入不要）

公告件名 高分子凝集剤（脱水用、那覇浄化センター）

申請書等提出確認書



 
 

 （別紙様式１） 

一般競争入札参加資格確認申請書 

令和  年  月  日 
                      

沖縄県下水道事務所長 殿 
 

                 住所又は所在地 

                 商号又は名称 

                 代表者職・氏名                           ㊞ 

                 電話番号 

 

申請書記載責任者 氏名                       

電話番号 

 令和８年２月 13 日に公告のありました「高分子凝集剤（脱水用、那覇浄化センター）の購入」に

係る一般競争入札に参加したいので、関係書類を添えて参加資格の確認を申請します。 

 なお、申請書及び関係書類の全ての記載事項は事実と相違ないこと、及び地方自治法施行令

第 167 条の６の規定による入札公告に示した入札参加に必要な資格を有することを誓約します。 

また、地方自治法施行令第 167 条の４第１項及び第２項の規定、及び下記のいずれかに該当

したときは、入札参加資格の取消しをされても何ら異議の申し立てをしません。 

 

記 

 

１ 県が発注する物品の製造、買入れ、売払い等の競争入札に参加する者の資格に関する規程（昭

和 47年沖縄県告示第 69号）に基づく競争入札参加資格者名簿に登録されていない者 

２ 購入物品を安定的に供給できない者 

３ 警察当局から、暴力団員が実質的に支配する建設業者又はこれに準ずるものとして、沖縄県土木

建築部発注工事等からの排除要請があり、当該状況が継続している者 

４ 会社更生法（平成 14年法律第 154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成 11

年法律第 225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者 

５ 入札に参加しようとする者との間に資本関係又は人的関係がある者 

 

 

留意事項 

(1) 提出された申請書類のみで資格を判断できないときは、申請書記載責任者へ確認いたします。 

 



 

 

（別紙様式２） 

令和  年  月  日 

                       

      

安定供給保証書 

 

 

沖縄県下水道事務所長 殿 

 

（メーカー等名）住所                

       商号又は名称            

       代表者職氏名         印  

 

 

 貴殿が、当社代理店である下記の者へ当社製品の○○を発注した場合、発注に応じて必要

な量を安定して供給することを保証いたします。 

 

        保証期間：契約締結日の翌日～令和  年  月  日 

              

 

 

（代理店名）住所 

      商号又は名称 

      代表者職氏名          印 

 

 

 

 

 

 

注）製造メーカー等が直接納入する場合は、次を参考に文言を修正してください。また、

代理店記名欄は不要ですので削除してください。 

＜文例案＞ 貴殿が、当社の○○○を発注した場合、発注に応じて必要な量を安定し

て供給することを保証いたします。 



様式第１号

商号又は名称

代表者職・氏名

電　話　番　号

　下記のとおり発注したことを証明願います。

発注年月日 契約金額

　上記の業務について契約を締結し、すべて誠実に履行したことを証明します。

発注者　　機　 関　 名

代表者氏名

発注者様へのお願い

　沖縄県下水道事務所が公告する競争入札に必要な書類のため、受注者から依頼があったとき

は、記載の案件の履行完了を確認の上、記名押印にて証明をお願いします。

受注者への注意事項

（１）　過去２箇年の間に国（独立行政法人、公社及び公団を含む。）又は地方公共団体と締結した

種類及び規模をほぼ同じくする案件を記載すること。

（２）　発注者毎に作成し、履行証明を依頼すること。

（３）　記載した案件の契約書（写し）を添付すること。

（４）　発注年月日は、契約締結日とすること。

（５）　契約金額は、単価契約の場合は契約単価に発注予定数量を乗じた金額を記入すること。

印

履 行 証 明 書

令和　　　　年　　　　月　　　　日

物　品　名



様式第２号

　

　　　上記のとおり登録をお願いします。

　　　　沖縄県知事　殿

登録者

住所

氏名 印

令和　　　年　　　月　　　日

口座番号

（フリガナ）
口座名義人

納付金額

（フリガナ）
金融機関名 銀行 支店

（フリガナ）
会社名

預金種別 　１．普通預金 ２．当座預金

債　務　者　登　録　票

郵便番号 電話番号

（フリガナ）
住　所



様式第３号

住　　　所

商号又は名称

代表者名 印

件　　　名

納付（予定）日

納付金額

注１）

注意すること。

注２）

円

入札保証金の金額は、見積る契約金額（契約単価に予定数量を乗じた金

額（税込））の100分の５以上です。不足した場合は入札が無効となるので

入札保証金説明書に示す提出日時、場所へ本書を持参し、納付書の交付

を受けること。納付後は領収書を持参すること。

入札保証金納付書発行依頼書

令和　　　年　　　月　　　日

　下記の件について、入札保証金を納付したいので納付書の発行をお願いします。

記



様式第56号（その1）

拾 億 千 百 拾 万 千 百 拾 円

入 札 の 目 的

納 品 場 所

履 行 期 間

引 渡 の 方 法

入札保証金額

住 所

商 号

氏 名 印

　上記金額にその100分の10に相当する金額を加算した金額をもって納入したいので御呈示

の設計書、仕様書、契約条項（請負条項）及び財務規則（昭和47年沖縄県規則第12号）並

びに御指示の事項を承知して入札いたします。

　令和　　　年　　　月　　　日

入札者 

沖縄県下水道事務所長　殿

高分子凝集剤 カチオン系 １kg

備 考

那覇浄化センター

直接引渡

内　　　　　訳　

品 名 規 格 数 量 単 価 金 額

契約締結日の翌日から令和９年３月31日

高分子凝集剤（脱水用）の購入（単価契約）

入　札　書 （工事を除く）

入 札 金 額



様式第56号（その1）

拾 億 千 百 拾 万 千 百 拾 円

￥ 1 2 3 4 5 6 7 8
入 札 の 目 的

納 品 場 所

履 行 期 間

引 渡 の 方 法

入札保証金額

入札日の日付を記入してください。

住 所

商 号

氏 名 印

代理人　氏　名 印
※代理人が入札する場合は、代表者印は不要です。
※委任状で指名した代理人、代理人使用印と一致させてくださ
い。

沖縄県下水道事務所長　殿

　上記金額にその100分の10に相当する金額を加算した金額をもって納入したいので御呈

示の設計書、仕様書、契約条項（請負条項）及び財務規則（昭和47年沖縄県規則第12号）

並びに御指示の事項を承知して入札いたします。

④入札年月日：

　令和　　　年　　　月　　　日

入札者 
⑤入札者： （代表者が入札する場合）

住所、商号、代表者名を記入し、代表者印を押印してください。
（代理人が入札する場合）
住所、商号、代表者名を記入し、その下に「代理人」と記載し
「代理人氏名」「代理人使用印」を押印してください。

③　内訳： 「単価」「金額」の欄に①入札金額と同額を記入してください。

高分子凝集剤 カチオン系 １kg

高分子凝集剤（脱水用）の購入（単価契約）

那覇浄化センター ②入札保証金額： （現金で納付した場合）
予め納付した金額を記入してください。

（免除の場合）
「免除」と記入してください。
免除に該当する場合は、契約実績が十分にあること、
県を被保険者とする入札保証保険契約を締結し証書を
提出したこと、の２点です。

直接引渡

内　　　　　訳　

品 名 規 格 数 量 単 価 金 額 備 考

契約締結日の翌日から令和９年３月31日

記入例入　札　書 （工事を除く）

入 札 金 額
①　入札金額： 入札金額は、消費税抜きの金額を記入してください。

金額の頭には「￥」マークを記入してください。



を代理人と定め、下記の入札に関する

一切の権限を委任いたします。

１ 入 札 件 名

２ 納 品 場 所

３ 代理人使用印鑑

委任者

住　所

商　号

氏　名

　沖縄県下水道事務所長　　殿

委　任　状

　私は、

記

高分子凝集剤（脱水用）の購入

那覇浄化センター

令和　　　年　　　月　　　日

印



 

 

 

令和  年  月  日 

 

質  問  書 

 

沖縄県下水道事務所長 殿 

 

住  所               

商  号               

代表者名              印 

                                              担当者及び TEL 

 

（件名） 高分子凝集剤（脱水用、那覇浄化センター）の購入 

№ 質 疑 事 項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


